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【研究ノート】
昭和の恐慌と『商工省準則』の形成
千 葉 準 一
１．はじめに
エミール・レーデラー
1923年（大正11年）４月から1925年３月までの２年間，ドイツのハイデ
ルベルグ大学教授Ｅ.レーデラーが，東京帝国大学（現，東京大学）経済学
部に招聘され，社会学や経済学の講義を行った。
明治期以降，多くの外国人教授が日本に招聘されているが，レーデラー
はハイデルベルグ大学時代に交流のあった，かのＭ.ウエーバーの社会科学
方法論を日本に初めて紹介し，黒澤清を含む当時の学徒に強い影響を与え
たことでよく知られる。すなわちウエーバーの没（1920年）後，わずか数
年後にウエーバーの学説が日本に紹介された。当時の日本の学徒がドイツ
語文献を充分に読破できたことに注意しよう。
他方，Ｔ.パーソンズによる『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の
精神』の英訳の出版により，初めてウエーバー理論が米国に紹介されたの
は，1930年であった。
しかし，こよなく日本を愛した親日家レーデラーの貢献は，水沼知一
（1978）が指摘したように，大正期以後の日本の危機について的確な懸念
を日本に残したところにあった。
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迫り来る日本の危機
レーデラーは，まず，当時の世界に類をみない異例の急成長を遂げた日
本帝国の「近代化」が「西欧化」というかたちを不可避的にとらざるを得
なかったのは，まさしく自分たち西欧列強の「影響力」の帰結であったこ
とを確認する。
その意味で，こうした外圧による「西欧化」を，自分自身の歴史的展開
において体験したことがなく，しかも日本に対して「西欧化としての近代
化」を強要
4 4
した当事者である自分たち西欧人は，少なくとも自らの体験を
もって日本の「近代化」についてとやかく言う資格を有しない。それにも
かかわらず，現状での日本の「近代化」の度合いについてまで渝らぬ批評
を加えている威丈高な「西欧人の尊大さ」が存在するのはいかなることな
のか。
レーデラーは，こうした尊大さを，本来の西欧的自己批判精神の反対物
であるとして，批判するのである。
しかしレーデラーの本心は，こうした彼自身の自己批判的な記述のみに
あったわけではない。彼の関心はこうした自らの問題提起に対する日本側
からの反応にあった。すなわち，日本の「近代主義」にみられるような「西
欧人の尊大さ」への追随
4 4
がある限り，日本の自己喪失を回避できなくする
懸念があることを指摘したかったのである。
こうした認識の下でレーデラーは，当時の日本の危機を以下のように捉
える（Lederer und Seidler, 1929, 水沼, 1978）。
日本人に特有な精神的態度であるといわれる「封建制」や「団体精神」
は，日本の「産業化」の結果「西欧化」された様々な近代的機構や近代的
組織の中に，なお連綿と生き続けている。しかし，欧米追随の「近代主義」
者からは否定的な扱いしか受けないそうした「封建制」や「団体精神」は，
当該集団への無限の献身と忠誠を求めうるという点で，むしろ個人主義・
自由競争の原理に立脚した西欧型の「産業化」からは想像もできないほど
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その規模と速度の面で優れた成果を達成しえたひとつの重要な条件となっ
ていることを指摘する。
しかし他方，こうした「封建制」や「団体精神」は，あたかも家長が家
族に対して負うような，構成員に対する扶養（Nahrung）の義務を伴うこ
とになる。すなわちそこでの構成員の貢献と忠誠は，かれらの業績の没情
諠的（sachlich）な評価に基づいてではなく，家父長的な扶養の義務に裏づ
けられて初めてその無限の動員が保障されるものであった。
ところが集団経営が，経済不況等によって「外から」の・「上から」の合
理化を余儀なくされ，こうした扶養の義務が果たせない場合には，構成員
の集団に対する無限の献身と忠誠が保障されず，集団存立の「内的」要因
が失われる。また当該集団がこうした情況下で「合理化」を拒否するなら
ば，当該集団の存立理由は「外から」も失われることになる。そしてこの
矛盾は，明治維新以来最大の，日本国家と社会構造の危機を産み出すこと
になり，結局，国外への膨張主義を不可避的なものとし，とりわけ中国ナ
ショナリズムとの対決がさけられないものとなるであろうというのである。
レーデラーのこうした指摘は，「昭和の恐慌」と共に，日本の中国大陸へ
の侵略と日中全面戦争というかたちで帰結していった。
２．昭和の恐慌
震災手形と銀行の不良債権
日露戦争後の不況にあえいでいた日本経済は，第一次大戦の勃発によっ
てとりあえず息を吹き返した。国際的にも1914年に約11億円の債務国であ
った日本は，大戦後の1920年には27億７千万円の債権国になっていた。
このように大戦中に拡大した日本経済ではあったが，その多くは，不良
の成金的企業であり，それらと結びついた二・三流銀行の経営は著しく悪
化していた。1920年の株価暴落に始まる戦後反動恐慌以後，日本経済の脆
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弱な体質が露呈する。
1923年の関東大震災は金融界にも大打撃を与えたが，政府（山本権兵衛
内閣，井上準之助蔵相）は『震災手形割引損失補償令』を勅令として公布
した。これは「震災前に銀行が割引いた手形のうち，震災のために決済で
きなくなったものは，日本銀行が再割引して銀行の損失を救い，それによ
って日銀に損失が生じた場合には，1億円を限度として政府が補償するこ
とをさだめたもの」（中村，1982: 33）である。
しかし1924年３月末までに日銀で再割引された震災手形は，４億３千万
円を超えるまでに至った。その中には震災以前からの銀行の放漫経営によ
り発生した不良債権を裏付けとする不良手形が多く含まれており，それら
が震災手形という名の下に再割引されていたのである。その後こうした震
災手形は徐々に整理されたものの，1926年末にはまだ２億７百万円もの震
災手形が未整理なままであった。
金融恐慌直前の二・三流銀行経営状況は想像を超えるほどに腐食してお
り，純欠損額は払込資本金の３倍から７倍，貸出総額の４割から７割は回
収不能な不良債権，資産は負債の２分の１（後に，休業に追い込まれた中
沢銀行ではなんと６分の１！）という惨憺たる状態であった（高橋，1955）。
金融恐慌
金融恐慌が起こるか否かの最大の震源地は台湾銀行と鈴木商店との関係
であった。鈴木商店は，第一次大戦でのしあがった冒険企業（Venture 
Business）であり，1924年末時点での震災手形の最大振出人（債務者）で
ある。そしてこの鈴木商店に資金を提供し続けたのが台湾銀行であり，最
高の１億円にのぼる震災手形を抱えていた。また日銀による台湾銀行への
貸付は1億2千万円にものぼっていた。
大正天皇崩御の翌日（1926年12月26日）から翌27年にかけて開かれた第
52帝国議会において，片岡直温蔵相の有名な渡辺銀行の破綻発言（1927年
３月14日衆議院予算委員会）が不用意にとびだしたことから，東京・横浜
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の中小銀行に預金者が預金引出のために殺到するという「とりつけ騒ぎ」
が起こり，金融恐慌（金融パニック）の口火が切られた。
これはほぼ10日間で鎮静化したが，同年４月17日の若槻礼次郎内閣の命
運をかけた枢密院会議で，台湾銀行の救済策を盛り込んだ『台湾銀行救済
緊急勅令案』が否決された。
このことで，翌18日に台湾銀行が休業声明を出したことから第二の金融
パニックが起こった。近江銀行を始めとする地方の一流銀行や，さらには
華族銀行といわれた第十五銀行等も次々に休業に追い込まれる。
その結果，総辞職に追い込まれた若槻内閣に替わる田中義一内閣の高橋
是清蔵相は，銀行に対して５月12日までの支払猶予（モラトリアム）の措
置を講ずるに至る。また全国の民間銀行も，22日と23日の両日（24日は日
曜日であったため実質的には３日間），一斉休業に入ったことで預金者の不
安気分は薄らぎ，４月25日の朝までに，金融パニックは鎮静化した。
この間，日銀からの非常貸出は４月16日から昼夜をとわずおこなわれ，
４月25日のピークには20億９千５百万円に達した。その際，紙幣の印刷が
間に合わず，俗に裏白紙幣と呼ばれた表
おもて
面印刷のみの急造200円紙幣まで
が発行されるという有様であった。
1980年代末の平成バブル崩壊後において，当時とは異なり，あろうこと
か一流銀行にも天文学的な数字の不良債権が感得されたにも拘わらず，金
融パニックだけは避けたいという政策が喧伝されたのは，その是非はとも
かくとして，この昭和初期の金融恐慌の苦い経験を踏まえたものであった。
「金解禁」と「国際化」の悲劇
金融恐慌によって休業に追い込まれた各銀行については，その後，それ
ぞれの銀行の合併政策等によってその経営再建がはかられた。しかし次な
る課題は，当時の「金融の国際化」ともいうべき「金解禁」の実施問題で
あった。
田中内閣に替わる1929年７月発足の浜口雄
お
幸
さち
内閣の蔵相に井上準之助
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が就任し，内閣は「金解禁」や軍縮等の10大政綱を発表した。「金解禁」と
は，通貨と金の自由兌換を認めて，国際間の金の輸出入を自由化するとい
う，金本位制への復帰を意味する。
金本位制においては，金本位制を実施している国家間の為替相場が固定
する方向に作用することで，各国の通貨価値を安定させる作用を有すると
考えられた。井上は，こうした国際的な金本位制の自動調節作用の信奉者
であり，同時に「金解禁」実施を通して，「国内的」な軍縮（軍部の膨張を
押さえる）機構をも造り出そうとしたのである。
第一次大戦中の1917年に米国は金輸出を禁止し，日本もそれにならって
その10日後に金本位制から離脱していた。しかし米国は大戦終了後の1919
年６月にはすでに金本位制に復帰しており，英国，オランダ，オーストリ
ア，オランダ領インド（インドネシア），南ア連邦の各国も1925年に「金
解禁」に踏み切っていた。国際的に（「外から」）も日本に対する「金解禁」
要求が存在していたのである。その意味で「金解禁」は，今日的な表現を
用いれば，「金融の国際化」を実現するための中心課題であった。
日本でも1920年代初めの加藤友三郎内閣（市来乙彦蔵相）や1926年頃の
若槻内閣（片岡蔵相）時代に「金解禁」問題が構想・論議されたが，いず
れもそれぞれ関東大震災や震災手形・金融恐慌等のため挫折していた。
「金解禁」への要求は，国内的に（「内から」）も存在していた。推進グル
ープは，（1）国内的不況の中で海外投資を強く望んだ財閥系銀行，（2）為
替相場の安定を望んだ貿易関係の資本家，（3）当時の代表的輸出業者であ
る蚕糸業者であった（中村, 1982: 188-9）。
他方，その他の産業部門や中小企業・労働者・農民は，当然のことなが
らデフレ政策（緊縮財政・財界の整理再編・産業合理化）に確実につなが
る「金解禁」に強く反対した。
1930年１月から「金解禁」が実施された。しかし「金解禁」に関する大
蔵省令公布の1929年11月21日に先立つ10月24日（「暗黒の木曜日」）に，ニ
ューヨークのウォール街で生じた株価大暴落は事態を一変させる。その５
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日後の10月29日と，また11月13日にも狂気じみた株式大暴落が生じた。そ
の結果，恐慌はアメリカ一国の恐慌におさまらず，世界大恐慌へと波及し
ていった。
これが発端となり，日本の「金解禁」による「国際化」の悲劇が増幅さ
れることになる。
世界大恐慌と日本への余波
世界大恐慌が始まる最中の日本の「金解禁」実施により，日本経済は未
曾有の経済不況に見舞われることになる。巨額の金が流出され，実施後２
年間で日本は約８億円の正貨を失い，解禁時に在外正貨を含めて13億６千
万円あった正貨は２年後には，４億円を残すのみとなった（中村, 1982: 
223-4）。
物価の暴落も著しかった。なかでも深刻だったのは，当時の日本の輸出
品の花形であった生糸の暴落である。1928年当時の日本の対米輸出額は輸
出総額の41%であり，他方，この対米輸出額は米国の総輸入額の9.5%にす
ぎなかった。また同時点での日本の対米輸入額は米国の輸出総額の5.6%に
すぎなかったが，この対米輸入額は日本の輸入総額の36%にものぼってい
た。
まず注目すべき重要な点として，ここにはまず輸出・輸入両面における
「対米依存の構造」がみられた。次に重要な点は，当時の日本の対米輸出総
額に占める生糸輸出額の割合が実に82%という「一国集中の構造」を示し
ていたという事実である。
その結果「大恐慌」後の５年間で，生糸の価格下落率は実に80%にも達
したが，それでも日本の生糸輸出は，増大の傾向すら示していた。まさに
Ｅ.レーデラーが指摘したように，「周期的価格変動に対してかくも敏感な
反応を示す特定の商品の輸出に決定的な重要性がはらわれていることは，
この国（日本）をほとんどモノカルチャー国たらしめてい」（Lederer and 
Seidler,1938:244）たのである。こうした情況を持続したままで，ついには
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米国に全面戦争までしかけた日本政府の経済政策とは一体何であったのか
（水沼,1994）。
私達が留意しなければならないことは，こうした対米依存の貿易構造は，
1970年代以降の日米貿易摩擦に表現されているように，今日においてもな
お継承されているということである。
ともあれ，その結果，日本の輸出総額の4割を占めていた生糸産業におい
ては，「金解禁」による円為替の高騰（輸出価格の割高化）によって，生糸
輸出の９割以上を占めていたアメリカへの輸出が激減するという事態を迎
えた。まさに日本の恐慌は，世界大恐慌の一環として組み込まれた。井上
の「金解禁」は，「荒れ狂う暴風雨に向かって雨戸を開け放つ」ような帰結
をもたらすことになった。
1931年９月（満州事変勃発３日後）のイギリスの金本位制からの離脱に
ならい，各国は次々と金本位制から離脱していった。円暴落を予感した国
際金融筋や財閥系銀行は狂気のような「円売り・ドル買い」に入っていっ
た。こうした国際的な情勢の変化は日本の政局の変化に著しく反映された。
結局，若槻内閣は総辞職に追い込まれ，1931年12月13日発足の犬養 毅
つよし
内閣は，即日，「金輸出再禁止」を行った。当時の日本の「金融の国際化」
を象徴する「金解禁」に託した井上の「遠
えん
図
と
」は，わずか２年たらずで潰
え去ったのである。
産業合理化運動
昭和の恐慌は，必然的に産業界に対して厳しい「産業合理化」を要請し
た。こうした情況下で，歴史的意義のある日本で初めての会計原則である
『財務諸表準則』と『財産評価準則』等々の会計基準が商工（省）行政の下
で形成されていく。
これらの会計基準は，日本における前商法期において形成された「英国
型会計報告実務と，「独仏型商法計算規定（法制）」とを調整する役割を果
たすことになる。
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企業会計原則設定運動期
本稿では，日本会計（制度）史における戦前と戦後とを断絶させること
なく，日本で初めての会計原則の未定稿が公表された1931年から，戦後の
『企業会計原則』と『財務諸表準則』設定（1949年まで）までの時期を「企
業会計原則設定運動期」として措定しつつ，以後の展開を考察していくこ
ととする。
３．商工省行政による「企業会計体制」の構築
臨時産業合理局生産管理委員会の設置
1930年６月施行の『臨時産業合理局官制』により，商工省の外局として
産業合理化に関する事務を司る「臨時産業合理局」が設置された。
「臨時産業合理局」は，日本において制度の抜本的な改革がおこなわれる
ときに，しばしばみられるように，商工省のやはりここでも「外局」であ
り，各企業を通じた一般的事項について調査・審議し，産業合理化の基礎
的具体案を作成する常設委員会と，特定の企業について当該企業の合理化
の具体的方法を審議する臨時委員会から構成された（通商産業省, 1961: 
40-2）。
常設委員会は六委員会から構成されたが，「企業経営上必要な統計」と
「産業上より見たる学校教育の改善」等を審議した「生産管理委員会」こそ
が産業合理化の要諦であった。
こうした「生産管理委員会」の設置は，当時の各主要先進国の事例と殆
ど軌道を一にしていた。米国では，F.W.テーラー（1859-1915）が「科学
的管理法」の理論を唱え，その運動は，フーバーが商務長官として第一次
大戦後の経済界の変動に対処する際の「生産管理の合理化」の武器として，
すでに機能的な展開を遂げていた（通商産業省, 1961: 序説3-4）。
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他 方 ド イ ツ で も，「 ド イ ツ 産 業 合 理 化 協 会 」（Reichskuratorium fur 
Wirtschaftlichkeit, R.K.W.）が生産・販売等に関する合理化運動を推進し
ていた。
ただし，これら米独の産業合理化運動の発端は，あくまでも民間運動か
ら出発したものであり，その意味で当初から「商工省」という官庁指導型
の運動であった日本の場合と若干そのニュアンスが異なっていたことは注
意を要する。
ここで当時の「産業合理化」の意味についてであるが，欧州実情視察を
経て帰朝した当時の「臨時産業合理局」事務官，岸信介（戦後には総理大
臣となる）は，極めて直截に「自由競争の否定すなわち協調」と「コスト
低下」の二つがその内容であると述べている（通商産業省, 1961: 7-10）。
他方，当時の「産業合理化」運動の中心的存在であった商工省工務局長，
吉野信次による，一種の思想運動としての「産業合理化」を強調した考え
方や，「資本家，労働者並に一般消費者の共同的利益を目標としている所に
現代合理化運動の本質がある」と述べながら「国家・国民による一種の革
新運動である」ことを強調した「臨時産業合理局」事務官，勝部兵助の考
え方等があった。
ともあれ，当時の日本の「産業合理化」運動が，第一次大戦後の反動恐
慌以来の慢性的不況に加え，世界恐慌の渦中に巻き込まれた日本経済の立
直しを目的とした，行政指導型で財官民一体の「合理化」運動であったこ
とはいうまでもない。またその実質は，中堅・中小企業の整理・統合を含
む重要産業のカルテル統制の実現を目指すものであった。
臨時産業合理局財務管理委員会の設置
こうした過程の中で，1930年８月，「臨時産業合理局」の常設委員会と
して「財務管理委員会」が設置された。「財務管理委員会」は，「生産管理
委員会」による個別企業の「生産技術の合理化」運動を裏づける「企業財
務の合理化」を推進する役割を期待された（千葉, 1998: 44-5）。すなわち
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「財務管理委員会」の主要な任務は，以下の二点であった。
（1）各種事業会社における財務管理上必要な，原価計算，資産評価，減
価償却についての一般的準則を設定すること。
（2）各種事業会社の財産目録，貸借対照表，損益計算書，損益金処分書
の内容を統一すること。
また，これらの作業を直接的に担ったのは，大学において経営学や会計
学を教授していた渡邊銕蔵や吉田良三等を中心とする会計学者達であった。
商工省の行政主導による「産業合理化」期における「企業会計体制」
本書が措定する図式に従えば，当時の「企業会計体制」は，以下のよう
に整理されよう。
こうした体制下で，「財務管理委員会」により公表された，第一レベルで
の一連の主要な会計基準は，以下の通りである。
1930年12月『標準貸借対照表（未定稿）』
昭和の恐慌と『商工省準則』の形成
第一レベル 『財務諸表準則』（『商工省準則』）等，一連の会計基準
　　　　　　　　　↑↓
第二レベル 「財務管理委員会」（諮問機関）
　　　　　　　　　↑↓
「臨時産業合理局」（『商工省』外局）
　　　　　　　　　↑↓
第三レベル 『臨時産業合理局官制』（行政法）
「産業合理化」運動期における「企業会計体制」
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1931年１月『標準財産目録（未定稿）』
1931年１月『「未払込株金」を貸借対照表の借方に掲載せざる理由』
1931年６月『固定資産減価償却準則（未定稿）』
1931年８月『標準損益計算書（未定稿）』
1932年７月『資産評価準則（未定稿）』
1933年８月『原価計算基本準則（未定稿）』
1934年９月『財務諸表準則（確定稿）』
1936年２月『財産評価準則（確定稿）』
1937年３月『製造原価計算準則（確定稿）』
1939年９月「会計監査準則草案（第二読会原案）」［未刊行］
1940年４月「会計監査準則草案（第三読会原案）」［未刊行］
次に，これらの基準の日本近代会計制度史上の意義について検討する。
４．財務管理委員会による会計基準の歴史的意義
『商工省準則』の設定
「財務管理委員会」は，同委員会案（未定稿）として，1930年12月に『標
準貸借対照表』，1931年１月に『標準財産目録』，そして同年８月に『標準
損益計算書』を公表した。これらの未定稿では，日本で初めて，財務諸表
の雛形が示された。ただし特に『標準貸借対照表』（未定稿）では鉱業・請
負事業用の甲表，製造業用の乙表，内地商業用の丙表，貿易業用の丁表の
四種類の雛形が示されるなど，商工業を通じての普遍的・一般的な標準財
務諸表は示されなかった。
しかも重要なことには，『標準貸借対照表』（未定稿）の「形式（七）」で
は「銀行，保険業，等には特別の規定あるを以て是等の事業を除外して本
形式を作成せり」を規定され，事実上の聖域（銀行・保険業）にまで至る
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ものではないとされていたのである。
これらの未定稿は，関係官署，民間経済諸団体，主要銀行会社，学者そ
の他関係諸方面に諮問され，その回答に基づいて審議が重ねられ，ついに
1934年８月に『財務諸表準則』（確定稿，通称『商工省準則』，『財管準則』，
以下『商工省準則』）となった。
『商工省準則』はその「序」で，特に標準財務諸表に関する会計基準が存
在しないためにその事業内容が把握できない一般事業について，財務諸表
の標準化に関する基準を提供するものであることが謳われている。またこ
うした基準の提供は，「投資者乃至債権者等に往々不測の損失を及ぼす」恐
れを回避すると共に，「私経済上のみならず国民経済上」の意義があること
が述べられている。ここでは，債権者よりも投資者の方が先にとりあげら
れている点に注意したい。
『商工省準則』（確定稿）では，未定稿で述べられた，銀行・保険業を除
外するという文言は削除されたものの，結局は「工業用」と「商業用」の
二種類の雛形が示されることとなった。
純損益処分計算を損益計算書から切り離す
『商工省準則』の雛形で最も注目されるのは，それまでの会計実務界でみ
られた利益処分計算を含む損益計算書から，明確に利益処分計算の部分を
切り離したことである。
1931年８月に公表された『標準損益計算書』（未定稿）では，丙販売株
式会社用のＡ表（商業）と乙製造株式会社用のＢ表（工業）の二つの雛形
が示されたが，いずれもそれぞれ「当期純損失」と「当期純利益」までで
終了し，利益処分計算項目が全くない損益計算書の雛形が示された。
1934年８月の『商工省準則』「損益計算書」の最後には，工業用と商業
用の二つの損益計算書雛形（それぞれ第四号表，第五号表）が示されてい
るが，そこでは未定稿での考え方をさらに明確化するように，以下のよう
な雛形となっている。次にその骨子のみを示す。
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一見して明らかなように，ここでは従来までの会計実務で損益計算書に
含められていた純損益処分計算の部分が，損益計算書から区分して表示さ
れるべきことが，よりわかりやすく示されている。
本書第３章で考察したように，純損益処分計算を損益計算書に含める従
来までの会計実務界の慣行は，英国の方式に従ったものである。それなら
ば，『商工省準則』の規定は英国流の方式からの離脱を目論んだものであっ
たのだろうか。実はそうではなく，むしろ当時の英国の会社会計法制の動
向を充分にふまえたものだったのである。
1929年英国『総括会社法』
20世紀に入り，それまでの自由主義から干渉主義への転換をとげた英国
会社法制において，1928年に『会社法』の改正があり，翌29年に『総括会
社法』の改正がなされた。本『会社法』は，初めて一般会社に損益計算書
（profit and loss account）の公開を強制した規定を加えたことでよく知られ
る。
しかし注意を要することは，19世紀の英国会計実務で「Balance Sheet」
とは，今日的な意味での「Profit and Loss Account」の対立物ではなかった
ということである。そこでの「Balance Sheet」とは，今日的な意味での貸
借対照表（Statement of AffairsとかAssets and Liabilities 等々といわれてい
た）と損益計算書（profit and loss account，場合により利益処分計算を含
む profit and loss and appropriation account）の総体を意味していた。
そうした英国会計実務が，今日的な意味での貸借対照表（Balance Sheet）
と［利益処分計算を含まない］損益計算書（profit and loss account）との
計算書類体系に大量現象として移行してきたのは1910年代であった（千
葉， 1991: 5, 7, 8章）。
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第五号表
第○○期　自昭和○年○月○○日　損益計算書
　　　　　至昭和○年○月○○日　　　　　　
○○商業株式会社
売上損益計算
損　失 金　額 利　益 金　額
［売上利益］
営業損益計算
［営業利益］
純損益計算
［当期純損失］
純損益処分計算
当期損失金 前期繰越利益金
後期繰越利益金
1928/29年の『会社法』改正は，あくまでもそれらの会計実務を法的に追
認するかたちで遂行されたのである。すなわち，1928/29年『会社法』によ
って初めて今日的な意味での損益計算書の強制公開が要求されたわけでは
なかったということである（千葉1987a, 1987b）。
日本の「財務管理委員会」による『商工省準則』は，まさしくこうした
英国会社会計法制の動向を完全にふまえたものであったといえよう。
『商工省準則』の国際性
「財務管理委員会」は，その設置から『商工省準則』（確定稿）の公表に
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至るまでに，主要先進国の動向を克明に調査・検討した。世界大恐慌前後
の当時は，各国でも企業会計制度に関する極めて重要な改革の時期であっ
た。
米国では1929年に『財務諸表の検証』（Verification of Financial Statements）
が公表されていた。またすでに検討したように英国では1928/29年に『会社
法』（Campanies Act）計算規定の重要な改正が行なわれていた。さらにド
イ ツ で は， こ の 英 国 改 正『 会 社 法 』 の 強 い 影 響 の 下 に，『 株 式 法 』
（Aktiengesetz）が1931年に改正されていたのである。こうした動向は，一
連の会計基準設定を担った「財務管理委員会」において充分に検討されて
いたと想われる。
その意味で，『商工省準則』は，当時の主要先進国における最新の会計基
準をふまえたものであり，また日本における「英米型」の会計実務と，他
方，「独仏型」の企業会計法制を調整するという世界ではまれにみる作業に
着手したのであり，今日の各国会計制度の国際的調和化の先駆的な努力を
自生的に試みたものとして高く評価できるであろう。
『商工省準則』による商法計算規定との調整過程─その１
『商工省準則』は，直接的には商工（省）行政による「産業合理化運動」
の一環として形成されたものであるが，日本近代会計制度上におけるその
歴史的意義は，それまでの英国式会計報告実務と独式商法計算規定との調
整を図ろうとした点に求められる。
ここではまず，『商工省準則』を中心とする一連の会計基準が，当時の商
法計算規定とどのように調整を図ったのかについて検討する。
1929年，司法省の「臨時法制審議会」が廃止され，新たに「法制審議会」
が設置された。当時の商法は1911年（明治44年）『商法』であったが，「法
制審議会」は内閣総理大臣の諮問第1号として，商法改正問題を審議するこ
ととなった。
「法制審議会」は，1931年7月に『商法改正要綱』を公表した。これはそ
315
の後ようやく1938年に帝国議会を通過した改正『商法』の基礎となったも
のであるが，その間における「財務管理委員会」の作業に，重要な影響を
与えた。
まず第一に，『商法改正要綱』第133条は，財産目録・貸借対照表・損益
計算書は，「命令」をもって作成されるべきことを改正商法の規定に加える
べきことを述べていた。
こうした規定案を受けて『商工省準則』は，「貸借対照表」・「財産目録」・
「損益計算書」各原則の冒頭において，『商法』第26条の規定によりすべて
の商人が決算に際して作成すべき貸借対照表と財産目録，また株式会社が
株主総会に提出すべき貸借対照表，財産目録，損益計算書は，事情の許す
限り『商工省準則』に準拠すべきことを表明した。
残念ながら，『商工省準則』は法制化されなかったため，『商法改正要綱』
第133条にいう「命令」とはならなかったが，商法との調整の努力が図られ
たのである。
『商工省準則』による商法計算規定との調整過程─その２
『商工省準則』は，「貸借対照表」第一 総説 七で「財産の各科目の内容
及価額は，資産評価準則，固定資産減価償却準則，標準財産目録及標準損
益計算書の定むる所に依る」という重要な規定を加えている。すなわちそ
こでは，『商工省準則』の内容が，『資産評価準則』（1932年７月未定稿，
確定稿後は『財産評価準則』1936年２月）等，一連の資産評価基準と表裏
一体の関係にあることが表明されたのである。
『財産評価準則』は，後の1938年改正『商法』と連動しつつ，戦後に本
格的に展開される日本の「原価主義会計制度」形成への重要な橋渡しとな
ったものであるので，少し丹念に追究してみよう。
当時の資産評価基準は，1911年『商法』第26条第２項の「時価以下主義」
であった。他方，上記『商法改正要綱』第134条は，営業用の固定資産には
取得価額や制作価額以上の価額を付することはできない旨の規定を設ける
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べきことを勧告していた。『商法改正要綱』は，金融市場の世界的な展開を
図る必要から「商法の英米化を鋭く意識しつつ」（田中，1931: 535-6, 726; 
小町谷，1944: 12），部分的に従来の評価規定からの離脱を図ろうとしてい
たのである。
こうした立法論的見地からの当時の評価論の流れに沿って『資産評価準
則』（未定稿）は，その「序言」で，本準則は損益計算の正確を期すため，
特に資産の取得原価を尊重する旨を表明した。また「第一 総説」におい
て，土地評価は取得原価，営業権その他の無体固定資産はその原価から減
価償却費を控除した額，有価証券は市場価格，棚卸資産は低価法，営業債
権は帳簿価額から回収不能見込額を控除した額で評価されるべきことを述
べている。明らかに当時の『商法』の「時価以下主義」に対するアンチ・
テーゼとなっている。
こうした『資産評価準則』と『商法』とのその後のすり合わせの結果，
確定稿となった『財産評価準則』は，まず「序」で，『商法』第26条第２項
の「時価以下主義」は一般的にして精密さを欠く感があるので，本準則は
法規の範囲内において経営の実情に鑑み各種財産の評価につきその大綱を
定めたものであることを述べている。その上で，『資産評価準則』とほぼ同
様の評価規定を加えている。ただし有価証券については，その所有目的に
よって区分し，引き続き所有するものについては時価を超えない限り原価
で，その他のものは時価を限度として適当に評価すべきであるとしている。
確定稿に至るまでのこうした若干の変容は，一方で，当時の『商法』の
「時価以下主義」を基本原則としながらも，他方，明確にここには後の統制
経済期における原価主義会計の導入につながる契機が観察される。「原価主
義会計制度」は，決して戦後に突如として登場したものではなく，日本の
「企業会計原則設定運動期」の開始時から登場していたものであった。
また『商工省準則』が，「財産目録」についての規定を設けたことも，商
法との調整を充分に意識していたことの結果である。財産目録作成の目的
は，貸借対照表・損益計算書のみの体系によっては必ずしも保障しえない
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財産の実在性を示す「証拠文書」として，すなわち株主に対する株式会社
の説明責任（Accountability）を体現するものとして，財務諸表体系の中に
明確に位置づけたことは，高く評価されてしかるべきである（片野, 1968: 
164-74）。
『商工省準則』による会計実務との調整過程
他方『商工省準則』は，当時の会計実務といかなる調整を図ったのか。
まず特筆されるべきは，すでに検討した「損益計算書」の雛形の提示であ
る。『商工省準則』は，極めて多様であった当時の会計実務界の損益計算書
に対し，英国法制の新たな流れに沿って，それを当期純損益算定のための
書面として純化し，そこから利益処分を提示する役割を担う「純損益処分
計算」の書面を完全に切り離すべきことを勧告することにより，実務界に
ひとつの「理想型」・「標準型」を与えたのであった。
次に注目されるのは，『商工省準則』が，最終的には当時の実務の方を優
先させる「株式未払込資本金」の貸借対照表借方計上に関する規定を設け
た点である。
『標準貸借対照表』（未定稿）の時点では，「未払込株金」を貸借対照表借
方ではなく貸方の公称資本金と並記して記載すべきことを要求した。その
理由は『標準財産目録』（未定稿）と同時に公表された『「未払込株金」を
貸借対照表の借方に掲載せざる理由』によれば，以下の四点である。
（1）株式は譲渡性があり，払込義務者が異動するので通常の債権と趣を
異にすること。
（2）払込を回避する株主を生じさせる可能性があり，確実に担保力ある
資産とは認められないこと。
（3）未払込株金は，資本構成に関するものであるため，回収不確実の懸
念がある場合に，通常の債権に益金をもって補填しえないこと。
（4）『商法』第200条第１項でも，未払込株金は確実に債権者に対して担
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保力あるものとは認められていないこと。
当時の日本の会計実務では，「未払込株金」を貸借対照表借方側に表示す
るのが慣行となっていた。すでに1890年（明治23年）の『原始商法』制定
と共に，従来までの英国式報告会計実務と大陸式商法計算規定との調整を
図るため，同年8月に『銀行条例』が公布されたが，その第3条により私立
銀行が大蔵省に提出すべき報告書に関する雛形が同年11月，各私立銀行に
通達されている。そこでの資産負債表（貸借対照表）では，「払込未済資本
金」が資産側に記載されるべきこととなっていた（片野, 1968: 99-105）。
結果としては，その後の一般会社の会計慣行の中に，こうした方式が流布
されたことになる。
1928/29年の英国改正『会社法』の影響を強く受けたといわれる1931年の
ドイツ改正『株式法』（『株式会社貸借対照表法』）第261条ａでも，貸借対
照 表 借 方 の 冒 頭 に「 未 払 込 資 本 金 」（Ruckstandige Einlagen auf das 
Grundkapital）が掲示されている。
これに対して『標準貸借対照表』（未定稿）は，「未払込株金」を借方に
計上しない方式を提示したのであるが，その後，こうした提案は日本の会
計慣行に反するゆえに反対であるという意見を酌んで，最終的な『商工省
準則』では部分的に撤回されることになる。すなわち「貸借対照表 第十三 
株主勘定 八七」では，「未払込資本金」が，あくまでも株主勘定の内訳科
目であるとして理解しながらも，貸借対照表上の借方科目とされ，雛形第
一号表・第二号表では借方の末尾に記載されるべきものとされた。
なおこの「未払込資本金」は，1941年の企画院『製造工業貸借対照表準
則草案』第四で明確にその資産性が認められ，当時のドイツ法や，また今
日の英国『会社法』附則雛形のように，貸借対照表資産側の冒頭に記載さ
れるべきことになる（田中, 1944:　259-60）。
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『製造原価計算準則』
経済が高度化（工業化）した国民経済社会での企業会計制度を構成する
主要な部分として，財務諸表作成上における原価計算の意義は計り知れな
い。「財務管理委員会」は，財務諸表基準のみならず，日本で初めての原価
計算基準を作成した。1933年８月に『原価計算基本準則』（未定稿）とし
て公表され，その後四年半の討究を経て，1937年11月確定稿となった『製
造原価計算準則』がそれである。
本『準則』は，特にドイツ「産業合理化協会（R.K.W）」から1930年に
公表された『原価計算基礎案』を範としたものである（黒澤, 1938: 617-8）。
『製造原価計算準則』は，十章五十五項から構成され，原価と原価計算の
定義から始まり，物品費，労務費，経費等の原価要素を説明し，次に総合
原価計算と個別原価計算の計算方法を述べ，最後に原価計算と工業会計と
の関連を明示して工業会計制度の全体を叙述するという体系を成している。
この原価計算基準は，本章での主要なテーマである産業合理化期から，
次章以降で検討する戦時統制期に至る転換期に登場したものである。本基
準の「序言」で，「此の制度の樹立は，単に一個経営を利するに止まらずし
て，之を広く国民経済より見るも無謀な競争を避け，産業統制に基調を与
えるものと謂うべし」と述べられているように，「広汎なる統制的意義を帯
びるに至った」（黒澤, 1938: 617）ものである。
『製造原価計算準則』は，『商工省準則』同様に法制化されなかったため，
その実効性はなかったものの，その歴史的意義は，すでに産業合理化の一
環という枠を超えた，次章以下で考察される統制経済期における壮大な規
模での会社経理統制の一環としての先鋒的な役割を果たしたところに求め
られよう。
『会計監査準則草案』
本章の最後に「財務管理委員会」が遂行した先駆的な作業として，同「委
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員会」が監査基準を策定した事実を指摘しておきたい。こうした事実は，
「黒澤史料」（現在は成蹊大学図書館所蔵）が観察可能となった1990年代中
葉，初めて明らかとなったものである。
『会計監査準則草案』（第二読会原案，1939年９月）と『同草案』（第三
読会原案，1940年）が観察可能な史料として残されている。
前者は二編十七章（全87頁）からなる。第一編総論は会計監査の意義，
目的，種類，監査と類似の用語（検査と調査）との比較からなる。第二編
は内部照査組織に関して述べられている。後者（全78頁）は前者とほぼ同
様であるが，新たに第三編として資産監査に関する記述が加わっている。
後者の「第一編総論 一，会計監査の意義」は，以下の通りである。
「会計監査トハ会計記録ノ正否並ニ適否検証ヲ第三者ガ行ウコトヲ謂
ウ。第三者トハ会　計係員以外ノ者ヲ指シ，監督官庁，計理士，信託会
社ノ如キ外部ノモノハ勿論，監査役，　検査係員ノ如キ内部ノモノヲモ含
ム。」
同「二，会計監査ﾉ目的」としては，（イ）記帳及び計算に関する誤謬の
発見と防止，（ロ）不正行為の発見と防止，（ハ）財務諸表の検証，（ニ）会
計記録に基づく財務健康度の診断が挙げられている。
また同「四，会計監査ニ当ル者ノ資格」として，１，誠実，細心，忍耐，
勇気等の性格を有し，且つ批判力に富むこと。２，豊富なる会計知識と実
務的経験を有すること。３，関係法規に明るいこと，が挙げられている。
これらは，『製造原価計算準則』とは異なって確定稿にまで至ることはな
かったが，『製造原価計算準則』同様に，統制経済期における陸軍省経理局
『会計監査準則草案』（1941年４月）や「会計監督官制度」の先鋒的な役割
を果たしたところに，その意義が求められよう。
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５．むすび
このように「商工省臨時産業合理局財務管理委員会」は，昭和の恐慌後
の産業合理化運動の一環として企業会計制度の合理化に着手した。またそ
の日本会社会計史における直接的な意義は，明治期以来混乱が続いていた，
英国型報告会計実務と独（仏）型商法計算規定との調整を果たした点にあ
った。
『商工省準則』は，当時の世界ではまれにみる国際性を有するものであっ
たが，その担い手は職業会計人ではなく，カルテル統制政策によって恐慌
打開を図ろうとする「商工省」の臨時的・非日常的・総合的な行政機関で
ある「臨時産業合理局財務管理委員会」の行政官であり，またかれらと連
動した学者達であった。
しかし『商工省準則』は，結局法制化されず，啓蒙的な役割を果たすに
とどまった。時局はまもなく戦時統制経済期に突入したからである。そこ
では，今日の私からみれば，想像を絶するほどの規模での会社経理統制が
展開されていくことになる。
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